
本巣市神海字東更屋敷６８１番３外

低層住宅地

中規模一般住宅、農
家住宅が建ち並ぶ既
成の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 200 100 低層住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

本巣市は総人口・生産年齢人口ともに減少してきており、特に北
部地域での人口減少が著しい。

地域要因に変動は認められず、静態的に推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は山間部の旧来からの住宅地域であり、周辺市場で稀にみられる取引は自用目的のものに限られる。当該地域での
賃貸需要は乏しく賃貸市場が未成熟であるため、収益還元法は非適用とした。従って、市場の実態を反映した比準価格を採
用し、周辺基準地の地価動向も考慮して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は旧来からの農家住宅を主体とする地域であり、将来的にも地域要因の大きな変動はないものと思われる。人口減
少の影響から地価は引き続き下落基調にて推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

神海駅南東方
700m

神海
700m

(8)

西5m市道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

381

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0

0.0

方位

台形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

3,810,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内北部及び周辺町における山間部の農家集落を含む一帯である。主な需要者は当該地域に地縁を有する個人
が中心と推定され、圏外からの転入者は少ない。市内北部では人口減少、高齢化が進んできている影響もあって、不動産市
場では需要が低迷している。土地取引も隣地買増しや親族間取引など限定的であるため、中心となる価格帯を判断すること
は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

東和コンサルタント株式会社

廣瀬　啓司



本巣市文殊字小馬場５７番２０

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ丘陵地の住宅
地域（宝珠ハイツ）

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 100 30 低層住宅地

-

（都）(60,200)
田園居住地区

本巣市の人口は県平均を上回るペースで減少している。また、本
巣地区は真正地区、糸貫地区に比べ、人口減少は大きい。

過去に開発された大規模住宅団地で、新規参入者は少なく、高齢
化が目立つ状況で、遊休地の処分が目立つ状況にある。

個別的要因に変動はない。

対象基準地の需要者は戸建住宅目的のサラリーマン層で、新規に土地を購入して賃貸用建物を建設することを想定すること
は、非現実的であるため、収益価格は試算しなかった。なお、比準価格は価格牽連性が強い同一団地内及び周辺部の住宅地
事例を採用しており実証的である。よって、市場の実態を反映した比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえて、
鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

既成の大規模住宅団地であるが、空家、空地も散見され、今後も現状維持程度で推移すると予測する。なお、地価は今後も
下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 27,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

26,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

北方 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+9.9

+67.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅北方
13km

穂積
13km

(8)

南西6m市道

（都）
(60,200)

（その他）　　　　
田園居住地区

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

199

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

48,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.9％ ％

183.5 ］

99.4［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

5,330,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は本巣市及び北方町の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは旧本巣町地区の住宅地域。需要者の中心は圏内の
地縁性を有する住宅一次取得のサラリーマン層で、圏外からの新規参入者は本巣市南部地域（旧真正町）地域に集中してい
る。当該地域は大規模住宅団地で居住環境は良好であるが、都市部から離れているため市場での人気は低く、土地の需給関
係は継続して弱い状態にある。なお、中心価格帯は土地で５００～６００万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



本巣市根尾水鳥字東村２５２番外

低層住宅地

中規模一般住宅が連
担する既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 100 150 150 低層住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

本巣市は総人口・生産年齢人口ともに減少してきており、特に北
部地域での人口減少が著しい。

水鳥団地での無償譲渡（条件あり）が行われている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は山間部の旧来からの住宅地域であり、周辺市場で稀にみられる取引は自用目的のものに限られる。当該地域での
賃貸需要は乏しく賃貸市場が未成熟であるため、収益還元法は非適用とした。従って、市場の実態を反映した比準価格を採
用し、山間部に存する他の基準地の地価動向も考慮して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は山間の旧来からの住宅地域であり、将来的にも地域要因の大きな変動はないものと思われる。人口減少の影響か
ら地価は引き続き下落基調にて推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 6,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

水鳥駅北方
300m

水鳥
300m

(8)

西8.9m県道､南側道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北、８．
９ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

733

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.3％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0

0.0

0.0

方位

角地

台形

　補正

ほぼ台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

4,320,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧根尾村を中心とする市内北部及び周辺町における山間部の農家集落を含む一帯である。主な需要者は当該地
域に地縁を有する個人が中心と推定され、圏外からの転入者は少ない。周辺地域は市内市街地からも離れており、人口減少、
高齢化が著しく進んできている。不動産市場では取引自体が極めて少ないため、中心となる価格帯を判断することは困難で
ある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

東和コンサルタント株式会社

廣瀬　啓司



本巣市上真桑字旦内前１４００番９

低層住宅地

戸建一般住宅が建ち
並ぶ既成の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 50 40 低層住宅地

-

（都）１住居(60,160)

本巣市の人口は近年ほぼ微増で推移している。地域経済は格別の
変化はみられず、しばらくは現状を維持する。

幹線道路背後の住宅地域で、近年需要の減少がみられ地価は下落
傾向が続いている。今後も現状で推移すると見込まれる。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は県道北方背後の一般住宅を中心とする地域で、周辺にはアパート等の収益物件も見られるが、自己使用目的の一
般住宅の取引が中心であり、土地の収益性が考慮されることは少ないため、収益還元法は採用しなかった。以上の検討を踏
まえ、本件では比準価格を標準に、代表標準地との価格に留意して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

幹線道路背後の一般住宅が連たんする地域で、近年、需要の減少による地価下落が続いている。格別の変動要因がないので
しばらくは現状で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

35,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

北方 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.3

-5.0

+36.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅北
5.8km

穂積
5.8km

(8)

北西4m市道

（都）１住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

133

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0 ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 140 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

48,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7％ ％

136.0 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 16日令和 3年 7月 1日

4,760,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は本巣市及び隣接市町の住宅地域。需要者は市内及び周辺市町の居住者が中心である。土地価格が比較的廉価で
あることから一定の需要はあるものの近年は需要が減退している。新築戸建分譲の中心価格帯は、土地取引が１５０㎡前後
で５５０万円程度、建売住宅で２０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人　日本不動産研究所　岐阜支所

西村　隆



本巣市随原字東出７６番１外

低層住宅地

農家住宅が主体で、
農地も介在する住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 200 50 170 低層住宅地

-

（都）(60,176)
田園居住地区

本巣市の人口は県平均を上回るペースで減少している。また、糸
貫地区の人口減少は市平均を下回っている。

農家住宅が主体の集落地域で、一部には新規住宅の建設が見られ
るが、特段の地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は価格牽連性が強いと認められる周辺部の住宅地事例を採用しており、実証的である。なお、当該地域は都市部か
ら離れた旧来からの集落地域で、賃貸市場は未成熟の為、収益還元法は非適用とした。よって、市場の実態を反映した比準
価格を採用し、地価公示標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

周辺部では東海環状自動車道、都市計画道路の整備が進行中であるが、当該地域は農家住宅を主体とする集落地域であるこ
とから、今後も当分の間は現状維持程度で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 22,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

21,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

本巣 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.3

+0.3

+35.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅北西方
9km

穂積
9km

(8)

西4.4m市道

（都）
(60,200)

（その他）　　　　
田園居住地区

(60,176)

特にない 基準方位北、４．
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

576

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

21,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

29,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7％ ％

135.8 ］

98.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

12,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 21,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は本巣市及び北方町の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは旧糸貫町地区の住宅地域。需要者の中心は圏内の
地縁性を有する個人層で、圏外からの新規参入者は本巣市南部地域（旧真正町）地域に集中している。当該地域は農家住宅
が多い既成の集落地域で、地縁性が強いため市場での人気は低く、土地の需給関係は継続して弱い状態にある。なお、周辺
部での中心価格帯は土地で５００～１０００万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



本巣市上保字糸貫川１２６１番４０

低層店舗住宅併用地

国道沿いに店舗等が
散在し、農地が多い
路線商業地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 200 200 低層店舗住宅併用地

-

（都）準工(60,200)

国内景気は新型コロナウィルス感染症の影響から持ち直しの兆し
が見られるものの、市内商業地に対する土地需要は低迷してきて
いる。

近くに糸貫ＩＣの開通が予定されているものの、地域要因に目立
った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

周辺では自用の中型店舗が中心であり、賃貸については定期借地が散見されるが、事業者向け賃貸市場の成熟度はあまり高
くはない。従って、市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を参酌して、地価公示標準地及び指定基準地との比
較検討を踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

診療所兼住宅
Ｓ２

近くに糸貫ＩＣの開通も予定されているが、現状では店舗等の配置状況に変化はなく、当面の地価は下落基調で推移するも
のと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

42,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

本巣 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.3

+3.9

+17.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅北方
8.1km

穂積
8.1km

(8)

西12m国道､三方路

（都）準工
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない １２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,300 円／㎡

16,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

53,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7％ ％

123.1 ］

98.8［ ］ 105.0［ ］

105.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+5.0三方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

42,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北方（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.8

+5.6

+37.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.8

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

147.3 ］

97.9［ ］ 105.0［ ］

102.8［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

9,540,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 42,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内全域及び周辺市町の幹線道路沿いの路線商業地域を含む一帯である。需要者は地元中小法人が中心である。
当該地域の近くで糸貫ＩＣの開通が予定されているものの、現状では不動産市場に大きな変化は見られず、新規の出店等も
ほとんど見られない。新型コロナウィルス感染症の影響も加わって、市内商業地の取引は低迷しており、中心となる価格帯
を把握することは困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

東和コンサルタント株式会社

廣瀬　啓司



本巣市屋井字神明１３０番１外

中規模工場地

中規模工場が建ち並
ぶ工業地域（数屋工
業団地）

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 120 130 中規模工場地

-

（都）(70,200)
産業誘導地区

新型コロナの影響により、県内の経済は一部に厳しさが残るが、
持ち直している。

東海環状自動車道の整備が進行中である。なお、新規の工業用地
が増加しており、既存の工業地の需給関係に崩れが見られる。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自社の中規模工場等が多く、賃貸工場の事例を見いだせず収益還元法は適用できなかった。なお、比準価格は本
巣市内の工業地事例を多く採用しており、市場の実態を適正に反映できたと思料する。よって、市場の実態を反映した比準
価格を採用して、地価公示標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

工場

当該地域は既存の工業団地（数屋工業団地）であり、今後も安定的に推移するものと予測される。なお、東海環状自動車道
の完成の暁には圏域における工場地域としての地位は向上するものと思料される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 20,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

19,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

本巣 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.9

0.0

+24.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅北西方
9.3km

穂積
9.3km

(8)

西10m市道､背面道

（都）
(70,200)

（その他）　　　　
産業誘導地区

(80,200)

特にない １０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

9,984

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

90.0  ｍ、　奥行　約 100.0  ｍ、　規模 9,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

19,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

25,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

126.4 ］

99.6［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

199,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 19,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は本巣市を中心に西濃地域・岐阜地域の工業地域。需要者は圏域に拠点を持つ製造業・物流業者。ここ数年は強
固な地盤・津波被害の少ない内陸部のメリット及び東海環状自動車道の整備等の広域アクセスの充実等により圏内の工場地
需要は回復傾向にあったが、令和元後半からの景気後退及び新型コロナ感染症の影響により、昨年度の企業の設備投資意欲
は冷え込んだが、直近では公共団体等の新規工業団地へ進出する企業が散見されるようになってきた。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

本巣（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

本巣（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊


